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1. はじめに

世界最大規模のスーパーコンピュータである地

球シミュレータが、2002年3月、横浜に誕生した。

演算性能の比較において2位の米国のマシンを5倍

も引き離し、米国メディアはその衝撃を、スプー

トニックショックになぞらえてComputenikと報じ

た。地球シミュレータの開発は、海洋科学技術セ

ンター(JAMSTEC)、宇宙開発事業団(NASDA)、

および日本原子力研究所の共同プロジェクトとし

て行われ、運用はJAMSTECに置かれた地球シミュ

レータセンターが行っている。設計、製作は日本

電気㈱(NEC)が行った。

地球シミュレータは、640台のベクトル計算機を

高速ネットワークで接続した、ベクトル並列計算

機である。多数の演算を一度に行うベクトル計算

機は、特定の科学技術計算では非常に高い性能を

発揮するが、専用CPUであるため高価である。一

方、米国で主流のスカラー並列計算機は、パソコ

ンにも用いられる汎用CPUを用いるため安価であ

るが、その規模と比較して実効性能が出にくいと

言われる。現在、多くの計算機ベンダーがベクト

ル計算機の開発から撤退している中での超大型ベ

クトル計算機の成功は、今後の世界の計算機開発

の戦略を左右する意味でも大変意義深い。

さて、地球シミュレータの開発自体は、久々に

日本が世界に向かって見せつけた技術力の勝利で

あり、手放しで賞賛されてもよいと思う。しかし

ながら、その名前が示すとおり、地球シミュレー

タは地球科学研究への利用を主目的としているの

であり、これを用いた地球科学における研究成果

が上がらなければ本末転倒である。この意味で、

運用2年目を迎えた地球シミュレータは、現在大き

な正念場を迎えていると言ってよい。

私は、2001年10月より、地球シミュレータと同

じキャンパスに位置する、地球フロンティア研究

システム(JAMSTECとNASDAの共同プロジェク

ト)に出向している。国立環境研究所(国環研)に就

職して以来、東京大学気候システム研究センター

(CCSR)との協力で、気候モデルを用いた地球温暖

化の将来見通しの研究を行ってきたが、この分野

にとって、地球シミュレータの登場が大きなチャ

ンスであると同時に大きなリスクでもあることを

感じ、微力だがこれに少しでも積極的に関与した

いと思い、出向を決めた。本稿では、地球温暖化

研究の立場から、地球シミュレータについて現在

感じていることなどを述べさせていただく。

2. 地球シミュレータはどれだけ大規模か

気候モデル(ここでは全球大気海洋結合気候モデ

ルを指す)は、おおまかに言って、全球の大気・海

洋を格子に分割し、その上で大気・海洋の運動を

記述する物理法則を近似して解くことにより、気

候の時間空間変化をシミュレートするものである。

ただし、格子よりも小さいスケールの現象は直接

表現することができないので、パラメタ化と呼ば

れる半経験的な取扱いによって、その効果を表現

する。この気候モデルを用いて、将来の温室効果

気体濃度などをシナリオとして与えながら、例え

ば将来100年間の計算を行うことにより、地球温暖

化により気候がどのように変化するかを議論する

ことができる。大気・海洋を分割する格子が細か

ければ細かいほど、細かいスケールの現象を表現

することができる。同時に計算の精度も向上する、

と言いたいところであるが、半経験的パラメタ化

の部分に不確実性があるため、一概には言えない。

計算機が大規模になるほど、すなわち、演算速

度および記憶容量が大きくなるほど、気候モデル

の格子を細かく取ることができる。例えば、地球

シミュレータとほぼ同時期に導入された国環研の

スーパーコンピュータは、ちょうど地球シミュレ

ータと同型のNEC SX-6であり、演算速度で地球シ

ミュレータの1/80の規模、その6年前に導入された

地球温暖化研究における「地球シミュレータ」の意味

地球フロンティア研究システム モデル統合化領域

研究員　　江守 正多

(国立環境研究所 大気圏環境研究領域より出向中)
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一つ前のマシンは、やはりNECのSX-4で、演算速

度で地球シミュレータの1/640の規模であった。国

環研で行っている主要な気候モデル計算では、SX-

4の時代には、大気モデルの格子が560 km程度、

SX-6を導入した現在では、280 km程度である。こ

こから、おおまかに言って、普通の研究所の持つ

スーパーコンピュータは、5年程度でおよそ1桁の

規模の拡大があり、それに伴い、気候モデルの格

子はおよそ2倍細かく取ることができると考えよ

う。これを外挿すると、地球シミュレータは、一

挙におよそ10年を先取りして、現在の普通のマシ

ンの100倍規模のものが突然に現れたことになる。

そして、これに見合う大気モデルの格子は現在の4

倍細かい70 km程度

ということになる。

この数字から受

ける印象は人によ

って異なるであろ

うが、「思ったより

すごくない」とい

う感想もあり得る

だろう。気候モデ

ルにおいて、半経

験的なパラメタ化

を含むことが、モ

デル計算の不確実性の主要な要因となっている。

そして、最もパラメタ化が難しいと同時に、最も

その効果が重要な過程として、主に熱帯に見られ

る積雲対流過程(空気塊が水蒸気の凝結加熱を伴っ

て不安定的に上昇する過程)があげられる。個々の

積雲対流の水平スケールは高々数kmであり、これ

を直接表現して、パラメタ化の不確実性を取り除

くためには、格子は1 km以下でなければならない。

70 kmという数字は、これには程遠いではないかと。

ただし、これは、全球大気海洋結合モデルによる

100年の計算を何ケースも行うことを前提としたた

めである。領域を限定すればもちろんのこと、期

間も短くてよければ、地球シミュレータを用いて1

km以下の格子という目標にぐっと近づくことがで

きる。しかしいずれにせよ、「地球シミュレータは

全球大気海洋結合モデルで積雲対流を直接表現し

て100年の計算を行うには全く小さすぎる」という

視点は、地球シミュレータの規模を適正に評価す

る上で押さえておいてよいだろう。

3. 地球シミュレータの使い勝手

現在、我々、すなわち東大CCSR、国環研、地球

フロンティアの共同プロジェクトチームは、文部

科学省の「人・自然・地球共生プロジェクト」課

題「高分解能大気海洋モデルを用いた地球温暖化

予測に関する研究」(代表者：住明正CCSRセンタ

ー長)として、高分解能の(＝格子の細かい)大気海

洋結合気候モデルによる地球温暖化実験を行うた

め、地球シミュレータを使っている。

地球シミュレータの利用にあたっては、まず公

募期間中(原則年1

回)に地球シミュ

レータセンターと

の共同プロジェク

トを申請する必要

がある。申請は、

センターが主催す

る課題選定委員会

において審査さ

れ、そこで採択さ

れれば利用者とし

て登録される。資

源の割り当てについては、まず利用計画委員会で

設定された分野ごとの大枠がある。すなわち、大

気海洋分野、固体地球分野、計算科学分野、先進

科学分野(地球に関係なくてもよい)といった枠で

計算時間の割り当てが決まっており、大気海洋分

野は30～35%である。昨年度は、これを大まかな

目安とするものの、実質的には使った者勝ちであ

ったのだが、今年度は、課題毎に細かく割り当て

が決められた(最近、ある程度の割当超過を許容す

る緩和策が出された)。ちなみに我々の課題は、昨

年度利用実績は13%、今年度の割り当ては6%であ

る。この割り当ての数字からも分かると思うが、

地球シミュレータの利用はかなり混雑している。

地球シミュレータはネットワークに接続されてお

らず、来ないと使えない、計算結果を外に転送す

るにも、可搬ハードディスクなどで持ち運ばなけ

ればならない(最近、地球シミュレータのネットワ
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ーク内に設置したサーバにデータを転送し、外部

からそこにアクセスすることが可能になった)、と

いった「悪条件」にも拘らず、である。計算時間

の割り当てを多くもらうためには、他の課題、他

の分野と争って、自分の課題の重要性、地球シミ

ュレータの利用が効果的であること、そして成果、

をアピールする必要がある、という発想が自ずと

出てきて当然であろう。

実は、こうなると気候モデルによる地球温暖化

実験はかなり分が悪い。第一に、気候モデルは前

述のパラメタ化を含むため、分解能を上げること

によって確実に「真の解」に近づくという保証が

ない。分解能を上げても、パラメタ化の検討をや

り直さないと観測とよく合うよい結果が得られな

いことが多い。パラメタ化の検討のためのテスト

ランや試行錯誤までを非常に高い分解能で行うこ

とは、計算時間的にもデータ量的にも大変に骨が

折れるだろう。これに対して、解くべき方程式に

何の疑いを挟む余地もないような分野では、計算

の規模が画期的に大きくなればそれが直ちに画期

的な研究成果に繋がるであろう。第二に、地球温

暖化実験は長期間連続のCPUの利用を必要とする。

地球シミュレータのCPUを長期間独占するわけに

はいかないので、必然的に、他の大規模計算の邪

魔にならないように、CPUの一部(例えば1割)をな

るべく連続的に使わせてもらいたい、ということ

になる。本当はこれでは、せっかく640台の計算機

が繋がっている意味がない(例えば64台繋がってい

れば十分である)。これに対して、大きな計算を短

時間行えば結果が出る分野では、より効果的に地

球シミュレータの利点を享受して成果を出せると

言える。

実際、我々のモデルの水平格子サイズは、大気

がおよそ120 km、海洋がおよそ20～30 kmであり、

一度に使うCPUの数は地球シミュレータ全体の1割

強である。これで、待ち時間を除いて、100年の計

算を1カ月で行うことができる。1割のCPUを使っ

て1カ月かかるのであれば、全部を使えば3日で終

わるではないか、とお思いの方もいるかもしれな

いが、そうはいかないのである。過度に多くの

CPUに計算を分割すると、CPU間の通信の時間が

大きくなる上に、1CPUあたりの計算規模が小さく

なってベクトル計算機のご利益が失われるからで

ある。これにより、計算の規模に応じて、適正な

CPU数には上限がある。つまり、地球シミュレー

タは今までの100倍規模の計算を行えるマシンでは

あっても、今までの規模の計算が100倍早く終わる

マシンではない、という点に注意が必要である。

4. 地球シミュレータの効用とリスク

ここまで見てきたように、気候モデルによる地

球温暖化実験は、他の研究と比較すると、計算の

種類としては必ずしも地球シミュレータによく向

くものではない。それにも関わらず、少なくとも

誰かが地球シミュレータで地球温暖化実験を行っ

て、それに相応しい成果を出さなくてはならない

のは、言うまでもなく、地球シミュレータが「地

球」シミュレータだからである。すなわち、地球

科学の進歩に資することを意義として、巨額の開

発費とランニングコストが国費から投入されてい

るからであり、地球温暖化研究が、中でも重要な

意義の筆頭に挙げられることは疑う余地がない。

今までよりも高分解能で地球温暖化実験を行う

ことの具体的な効用について、我々のグループで

は次のように考えている。第一に、梅雨前線や熱

帯低気圧、海洋で言えば黒潮などの、地域スケー

ルの気候変化が議論できることである。地域スケ

ールの気候変化は、領域を限定した「地域気候モ

デル」を用いて今まで調べられてきたが、モデル

境界の処理が技術的に難しい、地域スケールから

大規模場へのフィードバックが考えられないとい

った問題があったので、全球モデルで地域スケー

ルの気候変化を議論できることのメリットは大き

い。第二に、温暖化すると海洋の深層循環が弱ま

る可能性が指摘されているが、これを正しく議論

するためには、深層循環の形成に重要なグリーン

ランド海などの沈み込み域の複雑な海流系を表現

する必要があり、そのためには高い海洋の分解能

が必要なことがある。前述した我々のモデルの分

解能は、こういった点を考慮して決定したもので

ある。また、我々は、高分解能化のみでなく、温

暖化実験の不確実性の要因の一つであるエアロゾ

ルの分布を大気モデル中で直接計算し、その放射

効果を取り込むといったモデルの高度化も同時に
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行っている。

さて、プロジェクトを開始して分かったことで

あるが、高分解能実験を行うことには、もっと広

い意味での効用があった。まず、世界で最高分解

能の大気海洋結合気候モデリングに挑戦している

という自負から、プロジェクトに従事する研究者

たちの士気の高まりが感じられる。今まで、日本

の気候モデル研究の国際的な存在感は、正直に言

って今ひとつであった。加えて、我々のグループ

の他に気象庁気象研究所などに勢力が分散してい

る。しかし、そういったことから来る閉塞感が、

地球シミュレータの登場によって打ち破られるチ

ャンスが与えられた。実際、この大きなチャンス

に動機付けられた我々のグループでは、ここまで

予想を上回る順調さで高分解能モデルの準備作業

を進めてきている(一方で、地球シミュレータの混

雑により、国内勢力の分散の様子が誰の目にも明

らかになってきたという事態があるが、ここでは

これ以上触れない)。

では、これに対して海外の気候モデリンググル

ープの反応はどうであろうか。気候モデルによる

地球温暖化実験の分野を世界的に主導している英

国ハドレーセンターのグループは、地球シミュレ

ータへの関与に意欲的である。我々のグループ及

び地球シミュレータセンターと共同研究関係を結

び、研究者を派遣して利用を開始している。我々

のグループとはモデルの詳細な比較と情報・知見

の交換を始めており、既に2回の共同ワークショッ

プを行った。彼らとこのような緊密な協力関係を

築くきっかけができたのも、地球シミュレータと

高分解能実験の効用である。しかし、他のグルー

プはどうかというと、仮に当初は興味を持ってい

ても、ネットワークを通じて利用できないことが

分かると、遠巻きに眺める姿勢に回ったのではな

いかという印象を受ける。ここで注意しなければ

ならないのは、我々が如何に世界最高分解能のモ

デルを走らせても、それを科学的に評価すること

の主導権は、まだ欧米に握られていると思った方

がよい、ということだ。高分解能の綺麗な絵を見

せれば驚いてくれる時期はほんのしばらくであり、

我々が高分解能ならではの余程科学的に説得力の

ある成果を出さない限り、彼らはそのような分解

能は時期尚早と冷ややかに評じるばかりか、まる

で地球シミュレータなど存在しなかったかのよう

に振舞うことだって可能なのである。

私が地球シミュレータのリスクと呼ぶのはその

ようなことである。地球シミュレータに相応しい

地球科学の成果を出すことができなければ、特に、

地球温暖化研究の成果を出すことができなければ、

日本の気候モデリング分野全体が、他国の研究者、

国内他分野の研究者、科学技術行政などから、一

斉に冷ややかに見られるリスクを負っていると思

った方がよい。このようなリスクを背負うことを

覚悟したユーザーにこそ、地球シミュレータは優

先して利用されてしかるべきであると信じる。

総合科学技術会議備忘録

環境研究の国家戦略の構築とその実践(その４)

生物圏環境研究領域

領域長　　渡邉 信

4. 環境分野の研究推進戦略

重点分野推進戦略専門調査会環境プロジェクトの

設置にあたって

第2期科学技術基本計画が閣議決定されたことで、

いよいよ国家的・社会的課題に対応して重点的に

取り組むべき分野とされたライフサイエンス、情

報通信、環境、ナノテクノロジー・材料の4分野と

国の存立にとって基盤的であり、国として取り組

むことが不可欠な分野とされたエネルギー、製造

技術、社会基盤、フロンティアの4分野の各々につ

いて推進戦略を作ることとなった。これら分野別
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推進戦略の策定に向けて、どのような基本体制で

進めるかについては、総合科学技術会議発足後か

らいろいろな議論があったが、最終的に総合科学

技術会議のもとに「重点分野推進戦略専門調査会」

を、さらにそのもとに分野毎のプロジェクトを設

けて進めることとした。早速、当該専門調査会及

び各プロジェクトの構成員を決めることとなった。

総合科学技術会議の事務局に赴任してすぐに、

有識者議員の先生達と意見交換を行ったことがあ

ったが、その時に議員の先生が言われたことは、

各省が進めているような審議会方式ではなく、少

人数で検討していくようにしたほうがよいという

ことであった。ご存知のかたも多いと思うが、各

省の政策は審議会で議論して決めていくことが多

いが、実態としては担当行政部局が案を作成し、

部分的修正はあったとしても基本的にはその案に

そって最終的に政策が決められていく。審議会に

おける委員の先生方は多忙な先生が多いので、審

議会のある日に初めて、その日の資料を目にする

ことがほとんどで、議論というよりは、意見や感

想を述べるにとどまる。議員の先生方は、推進戦

略は国家的な課題であるから、プロジェクトの委

員となる先生方にはそのことの重要性を十分に認

識してもらい、現場の経験、実績、思想等を推進

戦略策定に大いに生かしていただきたいと考えて

いたと思う。このような場合には、少人数で機動

的に進めていく必要がある。しかし、各プロジェ

クトの委員人選は有識者議員の考えの通りにはい

かず、次のような経緯と結果となった。

環境プロジェクトを例にすると、本プロジェク

トは、リーダーに吉川弘之議員(日本学術会議会

長)、サブリーダーに石井紫郎議員をおいてスター

トすることとなった。早速プロジェクトの専門員

の人選となった。重点分野推進戦略専門調査会か

ら環境に詳しい3名の委員を選んだほか、学問分野

を考慮して環境の専門家を数名選定するつもりで

人選にとりかかったが、事務局幹部や各省等の

様々な思惑が錯綜し、最終的には15名を付け加え

ることなり、合計20名の委員の数となった。ライ

フサイエンス等他の分野も同様の状態である。委

員発令は内閣総理大臣となるので、内閣官房との

間の交渉も難航したが、発令の形式に若干の多様

性をもたせることで、原案どおりの人数で進める

こととなった。

このように有識者議員の先生方が少人数でと希

望しても中々実行が困難な構造となっている。総

合科学技術会議の有識者議員を補佐するためには、

戦略作りの専門家組織を、あらゆるセクターから

独立した形で設置する必要があるだろう。そのた

めには現在、いろいろと大変なことがあっても、

総合科学技術会議の事務局に併任している研究者

には頑張ってもらい、科学技術戦略・政策につい

て、もっと勉強し、経験を積み、見識を深め、政

策統括官、審議官、参事官の大半が研究経験・実

績を有する人材で占めることができるようにして

いかねばならないであろう。また、重点分野推進

戦略専門調査会の委員人選に当たっては、議員や

審議官以上の幹部が大きな影響力をもって実施す

る。参事官以下は関与していない。このような状

況で、総合科学技術会議との連携を大事にしてい

る省は、それなりの影響力をもって人材を送り込

むことができる。環境分野を見てみると、重点分

野推進戦略専門調査会には技術開発関係の研究者

はいるが、観測・影響評価等科学研究関係の研究

者がいない。1年毎に委員更新があるが、3年目を

迎えてもこのような状態が続いている。このシリ

ーズその2(地球環境研究センターニュース Vol.14

No.1 (2003年4月号)参照)で、環境省が総合科学技

術会議との連携をどのように図っていくのかを問

題にしたが、問題の一端がこのようなところに出

ていると言えよう。

環境推進グループ

環境分野の推進戦略策定に当たり、もう一つ基

本的なところで問題になるのが、事務局側の体制

である。事務局では環境推進グループ(以下、環境

G)がその任にあたるが、環境Gのメンバーは、常

勤の併任職員としては、参事官の私のほか、参事

官補佐1名(農水省関係研究所より)、主任科学技術

調査員1名(民間より)、非常勤の併任職員として参

事官補佐2名(東大と名大より)から構成されてい

た。他のグループは少なくとも1名の行政官が配属

していたけれども、環境Gだけは行政官のいない

事務局体制であった。さらに常勤のメンバーはエ
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ネルギーGも併任している。研究者の経験、能力、

実績を戦略作りに生かしていくといううたい文句

の中で、まだまだ細かく分断されている学問分野

の中から抜け出ていない環境Gメンバーにとって、

環境のみならずエネルギー分野の全般の状況を理

解し、その戦略作りの資料作成をするのが至難の

業であった。しかし、そんなことも言っていられ

ないので、関係各省、研究所、法人等に出向き、

環境やエネルギーに関する科学技術への取り組み

を調査することから始めた。下記は平成13年1月末

から3月初めにいたる調査の日程である。

1月23日 環境省

1月29日　経済産業省環境・エネルギー関係部局

1月31日　文部科学省海洋・地球課

同　 科学技術政策研究所

2月2日　 農林水産省環境関係部局

2月6日 国土交通省(旧建設省系)環境関係部局

同 (旧運輸省系)環境関係部局

2月7日 経団連環境・エネルギー関係部局

2月8日 農林水産省水産庁環境関係部局

2月14日 農林水産省農林水産技術会議

2月21日 新エネルギー・産業技術総合開発機構

(NEDO)

厚生労働省環境関係部局

2月23日 民間企業環境関連プラント視察

2月28日 産業技術総合研究所

3月1日 国立環境研究所

農業環境技術研究所

3月2日 人口問題研究所

この他にもいくつか関係部局や行政官、研究者に

事務局まで来ていただき、話をうかがっている。

どこでも丁寧に親切に説明していただき、個別の

研究内容や技術開発について大変勉強になったが、

私が得た最大の成果は、これらの環境研究が整合

性をとって、統合化されて推進できるようになる

と、国としてすばらしい環境分野の成果が発信さ

れていくようになるに違いないという印象をもっ

たことであった。

(この章続く)

＊渡邉領域長は、2001年(平成13年)1月から2002年(平成14
年)7月まで内閣府総合科学技術会議の環境・エネルギー
担当の参事官を併任されました。本稿はその回想録です。

東京都地方の時代

自治体は地球環境問題にどう取り組む？ 板橋区

地球環境問題に関する板橋区の取り組み

東京都板橋区資源環境部環境保全課

環境ISO係長　　黒澤 孝明

1. 板橋区地球温暖化対策推進実行計画

板橋区は、東京23区の北西に位置し、人口約52

万人、面積32 km2(23区中9番目)の都市です。戦前

から都内でも有数の工業区として発展してきた板

橋区は、昭和30年代後半から高度経済成長期に大

気汚染・水質汚濁・地盤沈下・光化学スモッグ等

の公害に悩まされてきました。また、東京の穀倉

地帯と称された「徳丸たんぼ」や多くの豊かな自

然は、高島平団地の大規模な開発を始めとした宅

地化・都市化によりその景観を変え、新たな環境

問題が生じてきました。

このような状況のなかで、板橋区では、これま

で様々な環境問題に対して積極的に取り組んでき

ました。

平成5年4月に人と環境が共生する都市を目指し

た「エコポリス板橋環境都市宣言」を行い、平成6
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年3月には、ブラジルのリオデジャネイロで開かれ

た「環境と開発に関する国際会議(地球サミット)」

で合意された地球環境保全行動計画「アジェンダ

21」を受けた「アジェンダ21いたばし」の策定、

平成7年4月には全国に先駆けて、環境や省資源・

リサイクルについて具体的に取り組むための総合

学習拠点として「エコポリスセンター」の開設、

平成10年10月には、「板橋区環境マネジメントシス

テム」を構築し、平成11年2月にISO14001の認証を

取得しました。

また、平成11年3月には、「健康と安全の確保」、

「自然とアメニティの保全と創造」、「地球環境問題

の克服」、「循環型社会の構築」の4つの柱を基本と

した「板橋区環境基本計画」を策定し、地球環境

問題の解決へ向けたあらゆる主体の積極的な取り

組みを推進しています。

さらに、平成11年4月の「地球温暖化対策推進に

関する法律」の施行にともない、板橋区において

は、区の事業活動等から発生する温室効果ガスの

抑制や環境にやさしい事業活動の推進のための実

行計画として、「板橋区地球温暖化対策推進実行計

画」を策定し、「板橋区環境基本計画」の基本方針

に基づき、また、「板橋区環境マネジメントシステ

ム」のシステムを用い、その実施を推進していま

す。

なお、区民に対する啓発や実践活動等について

は、エコポリスセンターで実施しています。

図1 システム図・概念図

板橋区基本構想 

アジェンダ２１いたばし 

（平成６年３月策定） 

板橋区環境基本計画 

（平成 11 年３月策定） 
・ 健康と安全の確保 
・ 自然とアメニティの保全 
・ 地球環境問題の克服 
・ 循環型社会の構築 

板橋区環境基本計画 

板橋区環境マネジメントシステム 

（平成 11 年２月認証取得） 
・ 環境基本計画のうち、区が一事業者として、
率先的に取り組む部分 

板橋区地球温暖化対策推進実行計画 

（平成 13 年３月策定） 
・ 環境基本計画のうち、区の地球温暖化対策に関す
る部分 

考え方反映 

システム共有 

実施のためのツール 

個別計画 

2. 板橋区の事業活動での取り組み

板橋区環境マネジメントシステムにより、次の項目について取り組んでいます。

財やサービスの購入・使用 
省エネルギーの推進、自動車の使用抑制・合理化、
特定フロン等の削減、自動車公害対策の充実、省
資源・リサイクルの推進、グリーン購入の推進 

建築物の建築、管理等 環境配慮型施工方法の採用、建設副産物対策、熱
帯材型枠の使用の抑制、計画策定時の環境配慮 

その他の事務・事業にあたっての環境保全 

公共施設の緑化、リサイクル事業の推進、ごみ減
量化の推進、職員の意識向上、法的要求事項の自
主管理、化学物質の管理徹底と削減、特別管理産
業廃棄物の管理徹底と不用薬品の保管量の削減 
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3. エコポリスセンターでの取り組み

地球環境問題は、区民だけでなく地球上の生命

全体に関わる問題であり、現在だけでなく次の世

代に継承される問題です。また、行政だけで解決

できるものではありません。

エコポリスセンターは環境学習にとどまらず、

地球温暖化防止等への意識啓発の役割も担ってい

ます。

このエコポリスとは、エコロジー(生態学)とポ

リス(衛星都市)というギリシャ語を合わした造語

で、「環境と共生する都市」を意味しています。エ

コポリスセンターは、この環境と共生する都市の

実現に向け、環境啓発・学習事業を展開しています。

また、エコポリスセンターは、事業運営の基本

理念に、環境について「知る」「考える」「行動す

る」を理念として、様々な環境学習、環境啓発事

業を行っています。

具体的には、多くの方々に向けて、年間を通し

て環境イベントや環境セミナー等を実施し、「知っ

てもらう」。また、エコロジー講座や子ども環境教

室などのワークショップにより、「考えてもらう」。

そして、区民の一人ひとりが省エネルギー活動を

実践「行動」していくことを狙いにしています。

現在、多くの参加者が環境NPOを組織化し、活

動をしていただいています。こうしたことを通し

て、良好なパートナーシップを築き、ボランティ

ア活動やNPO活動の実践を支援しています。

エコポリスセンターは、区民と協働して、地球

温暖化防止に向けた活動も行っています。多くの

取り組みの中で、エコポリスセンターでの具体的

な温暖化防止活動の主なも

のを次に紹介します。

(1)エコチェックシートに

よるライフスタイルの自己

診断

毎日の生活を“環境”の

視点から自己診断するため

のシートを配布し、日常の

生活から地球温暖化防止に

関心を持ってもらうための

啓発活動を行っています。

大人向け ：「エコチ

ェックシート」(写真1)

子ども向け：「エコチャレンジ」(区内小学5

年生全員対象、写真2)

(2)イベントの開催

アースデイ(注1)・環境月間(注2)・3R推進月間

(注3)等において、地球温暖化防止についてのパネ

ル展示・リサイクル体験・講演会などを実施し、

啓発に努めています。

(3)グリーン電力証書システム

エコポリスセンターでは、太陽光発電や太陽熱

温水器など二酸化炭素(CO2)を出さない、地球環

境に配慮した設備をすでに導入しており、さらに

写真1 エコチェックシート

写真2 エコチャレンジ

図2 グリーン電力証書システムの概要
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本年4月よりグリーン電力証書システムによる風力

発電を導入しました。このグリーン電力証書シス

テムとは、風の強い遠隔地で風力発電した電力を、

都内などでその風力電力とみなして使用できる画

期的なシステムです。風力発電は、地球温暖化防

止には最適の発電方法とされており、化石燃料を

使用する火力発電電力の量を減らし、風力発電電

力を増加させるきっかけになればと採用しました。

今回センターに年間200,000 kwの風力発電電力を

導入することにより、年間75.6トンのCO2が削減で

きることになります。

このシステムの導入は、自治体としては全国で2

番目、都内では初の試みであり、CO2の削減に率

先して努めています。

-------------------------------------------------------------------

(注1)アースデイ：様々な環境破壊が進んでいる地球

のありようを考え直そうと1970年代にアメリカの市民

団体によって始められた運動。4月22日をアースデイ

(地球の日)と定め、世界統一して地球環境問題を考え

るイベント・運動が行われている。参加国は現在100

カ国以上に広がっている。(事務局注(EICネットホー

ムページより引用))

(注2)環境月間：「環境基本法」(平5法91)第10条で、

6月5日(1972年6月5日からストックホルムで開催され

た「国連人間環境会議」を記念して)が環境の日とさ

れたが、環境庁(当時)は、環境の日を含む6月を環境

月間とすることを提唱した。現在では、環境省をはじ

め、関係省庁、地方公共団体、民間団体などによって

各種普及啓発事業が行われている。(事務局注(EICネ

ットホームページより引用))

(注3)3R(リデュース・リユース・リサイクル)推進月

間：経済産業省を含むリサイクル関係8府省では、国

民に対し、リサイクル推進への理解と協力を求めるた

めに、平成3年より毎年10月を「リサイクル推進月間」

と定めた。(事務局注(経済産業省ホームページより引

用))

参照ホームページ

板橋区環境保全課(http://www.city.itabashi.tokyo.jp/

kankyo/)

板橋区リサイクル推進課・清掃事業課(http://www.city.

itabashi.tokyo.jp/recycle/)

板橋区エコポリスセンター(http://www.ecopolis.city.

itabashi.tokyo.jp/)

第11回アジア・太平洋環境会議（エコアジア2003）及び
ＡＰＥＩＳの成果について

環境省地球環境局研究調査室　　小沼 信之

 

1. はじめに

アジア・太平洋環境会議(エコアジア)は、環境省が主催し、アジア太平洋地域の環境大

臣等が自由に意見交換を行い、環境政策対話の推進を図ることを目的に、1991年以来10回

にわたって開催しております。今回の第11回会議においては、「循環型社会実現への取組」、

「持続可能な開発に関する世界サミットの具体的実施」を議題として、6月7日に神奈川県葉

山町で開催されました。会議には議長を務めた鈴木環境大臣をはじめ、アジア太平洋地域

の20カ国の政府高官や、12の国際機関の代表者など総計88名が出席しました。

ここでは、その概要を紹介するとともに、本会議でも注目を集めたアジア太平洋環境イ

ノベーション戦略プロジェクト(APEIS)のこれまでの成果について簡単に紹介します。

2. エコアジア2003の概要

(1)セッション1：循環型社会実現への取組

冒頭、鈴木環境大臣から循環型社会形成推進基

本計画の紹介があり、資源生産性向上の重要性が

提示されました。その後、地元神奈川県、横須賀

市、葉山町、さらに各国から多様な循環型社会構

築への取組及び国際協力の紹介がなされ、環境政

策を経済政策及び社会政策へ統合していくこと、

能力開発等において国際的な協力を推進すること

などが重要であることが確認されました。また、

http://www.city.itabashi.tokyo.jp/kankyo/
http://www.city.itabashi.tokyo.jp/recycle/
http://www.ecopolis.city.itabashi.tokyo.jp/
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南太平洋の島嶼国を含むアジア太平洋地域におけ

る温暖化対策を推進することの重要性が指摘され、

アジア太平洋地球変動研究ネットワーク(APN)の

持続可能な開発に関する科学的能力向上プログラ

ム(CAPaBLE)の活動を支持していくことが確認さ

れました。

(2)セッション2：持続可能な開発に関する世界サ

ミットの具体的実施

アジア太平洋地域におけるヨハネスブルグサミ

ットの具体的な実施に関して、エコアジアによっ

て開始された2つのプロジェクト、①アジア太平洋

環境開発フォーラム(APFED)、②アジア太平洋環

境イノベーション戦略プロジェクト(APEIS)につ

いて報告が行われました。APFEDに関しては、ア

ジア太平洋地域において達成すべき課題を明確化

するために重要なフォーラムであることが確認さ

れました。また、APEISの成功は、その成果に実

用的な価値があるか否かにかかっていることが強

調されました。

以上の議論を踏まえ、エコアジアをヨハネスブ

ルグサミットに関するアジア太平洋地域の閣僚レ

ベルでの意見交換の場として位置付け、次回

CSD(国連持続可能な開発委員会)にインプットし

ていくことが合意されるなど、有意義な成果が得

られました。

3. アジア太平洋環境イノベーション戦略プロジェ

クト(APEIS)の成果について

(1)APEISの概要

APEISは、実践的な科学的ツールと政策オプシ

ョンを開発し、それを政策決定に活用することに

より持続可能な開発を実現することを目指した国

際的なプロジェクトです。APEISは、統合環境モ

ニタリング(IEM)、統合環境アセスメント(IEA)、

革新的戦略オプション研究(RISPO)の3つのサブプ

ロジェクトから構成されており、国立環境研究所

や地球環境戦略研究機関(IGES)を中心に、アジア

太平洋地域の各国の研究機関と共同で実施してい

ます。

APEISは、「科学的ツール」と、それをもとに開

発される「政策オプション」の2種類の成果を、エ

コアジア等のフォーラムの場で、政策決定者に向

けて発信します。科学的ツールとは、環境と経済

の現状と将来の動向を理解・分析し、政策決定プ

ロセスに貢献することを目的とした一連の知識ベ

ースツールです。例えば、各サブプロジェクトが

開発する以下のようなツールが開発されます。

・環境災害及び環境劣化に関する早期警告を目的

とした統合モニタリングシステム

・社会経済活動、環境政策や自然環境が及ぼす複

雑な相互作用を評価する統合評価モデル

・経済、環境活動に関連する情報及び指標を含む

戦略的データベース

・革新的で環境に優しいアプローチ及び手段を示

した優良事例インベントリ

(2)エコアジア2003におけるAPEISの成果

APEISは現在、第1フェーズ(2002年4月～2005年

3月)の1年目を終了したところで、その成果を

“First Progress Summary”としてまとめ、エコアジ

アの場で公表しました。また、プレゼンテーショ

ンとして、「APEISの進捗状況と将来の展望」につ

いてAPEISの研究調整委員会議長を務めるIGESの

名執プロジェクトリーダーから、「統合モニタリン

グデータの政策決定への活用可能性」について国

立環境研究所の渡辺水土壌圏環境研究領域長から、

「統合アセスメントデータの政策決定への活用可能

性」についてシュクラインド経営大学院大学教授

から説明がありました。

これらの説明においては、プロジェクトの成功

は、その成果に実用的な価値があるか否かにかか

っていることが強調され、政策決定者と科学者と

の緊密な連携のもとでの対話型活動の必要性が求

められました。IEMに関しては、人間活動及び潜

在的に気候変動によっても引き起こされうる大規

模な環境劣化がアジア太平洋地域において顕著に

なっていること、こうした劣化が範囲、頻度及び

程度において予測を越えて深刻化していることが

報告されました。そして、これに対応する政策手

法として、統合的流域管理手法が有効であること

が紹介されました。また、IEAに関しては、統合

評価モデルでは環境保全に係る技術革新の潜在性

が非常に大きいこと、グローバル化により環境や

経済への様々な影響が生じる可能性が示され、ア

ジア太平洋地域において貿易と環境の問題に協働



して取り組む必要性が確認されました。

4. おわりに

エコアジアは、アジア太平洋地域の環境大臣等

が一堂に会し、自由な意見交換、環境政策対話を

図る上で最適な場であり、わが国がリーダーシッ

プをとってアジア太平洋地域における持続可能な

開発に向けた取組を進めていく上で、今後ますま

す重要な役割を担っていきます。APEISは、その

ような取組の一つであり、プロジェクトの成功に

はAPEISが生み出す科学的な成果を政策決定者に

いかに活用してもらうかにかかっています。その

ためにも、エコアジアの場で政策決定者と科学者

の交流・対話を図ることが必要であり、APEISの

成果を各国の意思決定プロセスに反映していくこ

とを通して、アジア太平洋地域が一体となり、全

ての主体を巻き込みながら持続可能な開発に向か

っていけることを期待しています。
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国立環境研究所で研究するフェロー：松本 泰子
(地球温暖化研究プロジェクト　NIESフェロー)

昨年4月から、NIESフェローとして地球温暖化

研究プロジェクトの一員になりました松本泰子と

申します。昨年3月まで、長野県の八ヶ岳のふもと

にある東京理科大学諏訪短期大学で環境政策論な

どを教えていました。その前は、国際環境保護団

体で8年余、オゾン層破壊と気候変動問題に関する

主に国際協定の担当者として働いていました。気

候変動問題とのかかわりは、気候変動枠組条約の

政府間交渉が開始される1年前、IPCC(気候変動に

関する政府間パネル)の全体会合(1990年1月)にオ

ブザーバーとして出席して以来です。

国立環境研究所では、気候変動問題に取り組む

国際的な体制(レジーム)の有効性の分析を目的と

して、各国内および政府間の意思決定における、

非政府組織(NGO)、特に環境NGOの影響に関する

研究を行っています。環境NGOや企業は、地球環

境問題に関する国際レジームの形成上重要なアク

ターとして、いまや政治学、環境社会学、公共政

策学など複数の学問分野において分析対象となっ

ています。現在、ノンフロン製品の商業化の具体

的な事例を取り上げ、メーカーへのインタビュー

調査を行いながら、日本メーカーによる技術開発

と商業化の意思決定における環境NGOの影響と、

その有効性の前提条件などについて分析を試みて

います。

この4月で、長野県時代とあわせて単身赴任生活

6年目を迎えました。学生相手に声を嗄らして講義

をすることも、走り回ることもないつくばでの静

かな日々の中で、驚くほど体重が増えてしまいま

した。先日、筑波山近くにすばらしい門をもつ歴

史的な家並みを見つけました。この一年は自分の

足で歩く時間がありませんでしたが、大好きなハ

イキングをつくばで再開したいと思っています。

あらためてどうぞ宜しくお願い致します。
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フジトランスワールド出航

－定期貨物船を利用した海洋観測の舞台裏－

(財)地球・人間環境フォーラム

調査研究主任　　刈谷 滋

国立環境研究所 地球温暖化研究プロジェクト

総合研究官　　野尻 幸宏

地球環境研究センターが実施する地球環境モニ

タリング事業－定期船舶を利用した太平洋温室効

果ガスモニタリング－は、1992年から日本－オー

ストラリア東海岸を定期航行する貨物船、さらに

1995年からは日本－北米西海岸を定期航行する2隻

の貨物船の協力を得て実施しています。本年4月か

ら、日本－オーストラリア－ニュージーランドを

往復する貨物船Fujitrans World(フジトランスコー

ポレーション㈱所属)による大気温室効果気体観測

が開始されました。昨年度は、一時的にM O L

Glory(商船三井㈱所属)のお世話になり、人手によ

る簡易サンプリングで事

業を継続していましたが、

Fujitrans Worldへの機器の

設置が2月に完了し正式に

観測が開始されました。

これで、日本－北米を往

復する貨物船Pyxisによる

大気・海洋温室効果気体

観測と合わせた2隻体制に

よる太平洋の貨物船観測

が復旧・強化されました。

本稿では、初観測の乗船

の状況も含め、定期貨物

船を用いた観測の舞台裏について紹介致します。

1. 定期貨物船利用の優位性

定期貨物船を利用した海洋観測の利点は、非常

に安いコストで、長期間安定してデータが得られ

ることです。もちろん、その性格上、定点観測や

鉛直プロファイルの観測は不可能ですが、特定の

航路上の海洋観測データを、季節を問わず、安定

して得ることができます。特に冬季の北太平洋高

緯度海域などは、台風並みの低気圧が途切れなく

連なる気象状況が続きます。このような観測専用

船が近づけないような海域でも、大型貨物船は定

期的に運航しており(ある程度は避けて通ります

が)、貴重なデータを得ることができます。また、

本観測は先にも述べたように船社によるボランテ

ィアベースの観測であるので、船員の派遣費・通

信費などの実費がかかりますが、傭船費がかかり

ません。これは非常に大きなメリットとなります。

2. 航路変更の恐怖

本観測の一番の敵は、協力観測船の航路変更で

す。できるだけ航路変更の可能性が小さい船を選

んではいるのですが、世界中の海運会社を相手に

している船社は、コス

トを最小限に抑えるた

めに、配船計画を変更

していきます。せっか

くお金をかけて測器を

搭載しても、すぐに航

路を変更されてしまう

と、元も子もありませ

ん。私達の経験では、

コンテナ船は航路変更

の可能性が比較的高

く、積み替えの費用や

作業を簡素化すること

を考える必要があります。最も安定しているのは、

自動車運搬船であり、その中でもある決まった自

動車会社の車の輸送にしか使用しないと用途を定

めている保証船を選択することが一番安全だと考

えています。

3. 実際どのように船を選定するのか

最初は、まず各船社の配船状態が書かれた「海

運ハンドブック」なるものを調べて、観測に最適

な海域を航行する貨物船をピックアップします。

その上で、船社やインターネットなどから海運の

最新事情を取り寄せて、候補船の動静を予測しま

写真1 南北太平洋の観測を担うFujitrans World (フ
ジトランスコーポレーション所属)
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す。これらの検討の結果、最も航路変更の可能性

が少なく、また後の保守点検のことも考慮して、

近距離にある港に寄港するものを選び出します。

その船の予想される寿命も問題になります。

観測初期には、船社とすぐに直接交渉する手だ

てがなかったため、(社)日本海難防止協会を通じ

て、各船社の窓口を紹介していただき、船社に連

絡を取って訪船の段取りをつけました。現在では、

海運大手三社(日本郵船・商船三井・川崎汽船)を

はじめ、現行観測協力船を運行しているトヨフジ

海運・フジトランスコーポレーションや荷主であ

るトヨタ自動車、その他国内外の数社と関係が構

築されています。以上のようにして、候補を数隻

に絞り込んだ後に、観測機器メーカーの担当者も

加えて、実際に船を見学します。本船見学の際の

チェックポイントは、下記の通りです。

・測器の設置スペース

・海水の取水・排水の可能性

・機関排気煙突の位置(大気観測の際に、エンジ

ン排気による汚染をできるだけ避けたい)

・空船室数(観測員便乗が可能かどうか)

・船員の国籍(日本人船員を乗船させている船は

今では少ない。英語が十分通じ、コミュニケ

ーションがとりやすいかどうか(これは観測

員の主観にもよるが))

・ドック入りのスケジュール(原則、港で溶接工

事ができないため、測器の設置や配管工事は船

のドックメンテナンスに合わせて実施している)

見学の結果を踏まえて、観測に最も適しており、

かつ工事費を安く抑えられる貨物船を一隻選びま

す。その後、訪船を繰り返し、船社やドック技師

とも打ち合わせを重ね、観測室の設計・測器の準

備・資材の調達などを進めます。また、外航船へ

の測器の搭載になるので、搭載品は基本的に輸出

扱いとなるため、所管税関への説明や輸出入代理

店との打ち合わせも必要になります。特に、税関

への説明は、観測開始後の大気・海水試料の荷揚

げにも関わってくるので、非常に大切です。

このように用意周到に準備をして、本船がドッ

クに入港した際に、一気に配管・信号ケーブル等

の敷設工事や土台設置の基礎工事、さらに測器の

積込・調整を行います。ドックヤードには、国内

船検機関である日本海事協会の担当者が来て、ド

ック工事に伴う本船の変更箇所が保安上問題ない

か検査します。

観測設備にも変

更を迫られるこ

とがあります。

特に海水の給排

水系配管が、一番

問題になります。

これらの設置工

事は通常1週間程

度の工程です。

設置工事完了

後、本船ドック

明けの試験航行

に便乗させても

らい、観測機器

の試験運転を行います。一番緊張するのは通水試

験で、観測に必要な流量の海水を引き込むことが

できるか、問題なく排水できるか、海水の漏れは

ないかなどをチェックします。

4. 観測の開始・フィリピン人船員の訓練

試験航行が終了すると、本船はすぐに港に入り、

荷物を積んで外地に出港します。最初の観測航海

は、日本人の技術者が便乗して測器の運転やデー

タの取得状況を詳細にチェックします。便乗する

もう一つの理由は、観測に従事・協力をお願いす

るフィリピン人船員を訓練することです。日本人

技術者は、約10ヵ月毎のフィリピン人船員の交代

時のみ乗船し、新しい船員をトレーニングするよ

うにしました。私たちの初代大気・海水観測協力

船であるSkaugran号時代から、船員の大半はフィ

リピン人であったので、非常に親しみやすい国民

性であり、日本人との相性も良いとは思っていま

したが、どこまで深く観測について説明できるか、

また興味を持って観測に従事してもらえるか、が

分かりませんでした。しかし、実際に一緒に観測

を始めてみると、大変強い責任感を持って積極的

に取り組んでくれました。確かに筆者が接した船

員は、環境問題に対する理解と認識、また啓蒙が

不足していることを感じましたが、本観測の重要

性と一国のためだけの利益ではなく、地球の未来

のための利益になることを説明すると、より一層

仕事に身が入ったようでした。

5. 南北太平洋上大気モニタリング

地球環境研究センターニュース Vol.14 No.4 (2003年7月)

写真2 大気採取システム
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現在、地球環境モニタリング事業の温暖化に関

する海洋モニタリングでは、2隻の観測協力船によ

り観測が実施されています。

日豪航路での大気温室効果気体モニタリングは、

1992年より継続されており、本年4月からは、自動

車・材木運搬船のFujitrans World号による大気観測

が行われています。大気観測室は船のTally Room

(荷役事務室)を改造させていただき、その中に連

続二酸化炭素測定装置、自動大気採取装置(指定し

た緯度または経度で自動採取)、オゾン測定装置、

データサーバ等を設置しました。さらに、船橋の

上のコンパスデッキ上にGPS、温湿度測定器、日

射計、大気採取口を設置しました。大気採取口は、

本船の煙突からできるだけ遠く、かつ潮をかぶり

にくい位置に取り付けました。大気観測室で測

定・採取される外気は、この採取口から取り込ま

れ、大気観測室まで敷設されたステンレス管を通

って、観測機器に導入されます。この船の観測で

は、安全面確保のために、フィリピン人三等航海

士にお願いして、1日1回測器の運転状況の確認を

行っています。また、毎日正午に手動による大気

採取も実施しています。

6. 北太平洋大気海洋間温室効果ガス交換収支モニ

タリング

北米航路での大気・海洋温室効果気体モニタリ

ングは、1995年より観測が継続されており、2001

年からは、日米間を定期運行する自動車運搬船の

Pyxis号(トヨフジ海運所属)による大気と表層海水

の観測が行われています。本観測では海水の観測

も実施しているため、システムの安全管理や多様

な観測項目への対応のために、フィリピン人船員1

名を観測要員として雇い上げ、観測に従事しても

らっています。

大気観測用測器は、船の操舵室(ブリッジにある

船の運転室)隣の無線室空スペースに設置し、

Fujitrans World号と同様な観測を実施しています。

海水観測用測器は、機関室近くの非常用ポンプ室

(消火放水用ポンプがある室)の空スペースに連続

海水二酸化炭素測定装置、塩分水温測定装置、ク

ロロフィル測定器、pH測定器を設置して観測をし

ています。観測機器を制御するコンピュータはす

べてネットワークで結ばれ、観測データは無線室

に設置されたデータサーバにすべて記録されます。

定常観測では、3時間毎の測器点検に加え、6時

間毎の海水サンプリング、一日一回の手動大気サ

ンプリング、日本へのファックスによるデイリー

レポート送信などを行っています。測器にトラブ

ルが生じた際は、解決手段を乗船観測員にファッ

クスなどで指示し、それに従って調整・修理等を

行ってもらいます。こうすることで、ある程度の

トラブルは現場で解決してくれるようになります。

コスト面で考えると、確かに完全無人観測がベス

トのように思われますが、トラブル発生時や観測

の継続性・クオリティの維持、観測協力船に対す

る安全責任等まで含めて考えると、船員を観測オ

ペレーターとして常駐させることがベストではな

いかと思われます。

7. 船内生活

貨物船といっても、基本的に一人一部屋が与え

られているので、プライベートも保たれ快適です。

特にヨーロッパ船は、下手なホテルよりもずっと

気を遣って設計されており、ラウンジ・バー・バ

スケットボールコート・プール(小)などが完備さ

れ、長期間勤務する船員の精神面にも配慮がされ

ていることを感じます。食事は、一言で言うとコ

ックの腕にかかっています。日本人オフィサーの

方が乗船されていると、かなり訓練をさせるので、

だんだんとうまくなってくることもあります。船

写真3 北太平洋の観測を担うPyxis号 (トヨフジ海運
所属)

写真4 フィリピンの伝統料理、子豚の丸焼き (中に野
菜を詰めて焼きます。イベント時には必ず出てきます)



長・オフィサーが韓国人の場合は、もちろんキム

チ漬けになります。

船には、複数の国籍の船員が乗船しているので、

文化の違いなどを感じることができ楽しいのです

が、閉鎖空間であるが故に、人間関係を良好に保

つことが難しい面もあります。

便乗は、観測に従事する船員はもちろんですが、

船長や機関長をはじめ、他の船員との交流を深め

る良い機会でもあります。乗船中はできるだけ船

へのサービスに努めています。会話や一緒にスポ

ーツをすることでも交流は深まりますが、船員の

ニーズに応えることが非常に有効です。最近は特

にコンピュータのトラブル解決が最も大きい彼ら

のニーズになっています。本観測は、船社による

ボランティアベースの観測であるので、こういっ

た細かなサービスで、少しでも船側にメリットが

あるように心がけています。船員と親しくなって

おくと、観測システムにトラブルが生じたとき、

気軽に相談に応じてくれます。観測初期の、海水

配管に鉄配管を使用していたときには、鉄管が錆

びてもげてしまったことも何度かありましたが、

そのたびに新しい配管を溶接して作ってくれました。

8. ボランティア観測

本観測は、各船社のボランティアにより実現し

ており、英語では観測協力貨物船のことを

VOS(Voluntary Observing Ship)と呼んでいます。

VOS観測は、観測する側にとってはメリットが大

変大きいのですが、船社側には、環境問題に貢献

しているといったような会社のイメージアップと

いうメリットがあるでしょうか。これまで、この

ようなモニタリング事業に際し、測器搭載工事で

のケア、観測開始後は船の運行スケジュール連絡、

交代船員の手配など、船社側にはいろいろご配慮

をいただいております。ここで、改めて協力各社

にお礼を申し上げたいと思います。

地球環境研究センターニュース Vol.14 No.4 (2003年7月)
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エコスクール報告

地球環境研究センター

観測第一係長　　五十嵐 聖貴

2003年6月16日(月)、根室市に所在する地球環境

モニタリングステーション－落石岬にて「エコス

クール」が開催されました。これは、6月の環境月

間行事の一環として、人と環境との関わりや環境

保全の重要性を地元の小学生に学んでもらうため、

北海道根室支庁と根室市の

主催によって開催されたも

のです。

参加したのは、根室市立

落石小学校の五・六年生23

人でした。はじめに、落石

小学校の理科室にて根室市

学芸員による落石の自然環

境の紹介があり、続いて地

球環境研究センター向井研

究管理官による地球温暖化

についての解説がありました。子供たちを二酸化

炭素の排出係、光合成係、呼吸係に分け、マグネ

ットを二酸化炭素に見立て、大気中の二酸化炭素

濃度がどう変化するかを試しました。二酸化炭素

濃度を減少させることの大変さを感じてもらえた

ことと思います。

室内での講義のあと、落石岬ステーションに移

動して施設見学を行いました。車止めから観測所

までの1.7 kmの草原を、子供たちは元気に走って

行きます。観測所では、五

年生と六年生が交互に室内

と屋外で観測機器の説明を

受けました。約40分の見学

の後、記念写真を撮って今

年のエコスクールは終了で

す。地球環境研究センター

に手紙を書くという子供た

ちが、「つくばし～、おの

がわ～」と住所を忘れない

ように大きな声で復唱しな

がら帰っていきました。

今回のエコスクールをきっかけに、子供たちが

地球環境問題について少しでも関心を深めてくれ

ればと思います。



“問寒別”ってどのように読むかご存知でしょうか？…正解は“といかん

べつ”です。逆に電話で“といかんべつ”を説明するとさびしい気持ちにな

ります。「問題の問に、寒いに、別れると書きます…」。

この北海道天塩郡幌延町の字(あざ)地に北海道大学の天塩研究林がありま

す。稚内まで80 km程度で国立大学の施設としては、日本最北端に位置してい

ます。冬には－30℃以下になる日もあり、強風が吹くと全く視界がなくなる

文字通りの極寒地です。その寒さから、木の体内の水が凍結して幹が裂けることもあります。今年の厳

冬期にこの研究林で、14 haにも及ぶ大規模な伐採が行われました。伐採面積は研究林の面積の0.1%に

も満たないのですが、それでも東京ドーム3個分に相当します。

現在地球環境研究センターと北海道電力株式会社との共同研究で行われている、森林の炭素吸収量観

測の一環としてこの伐採が行われました。息つく暇もなく、この秋にカラマツ(正確にはグイマツF1と

呼ばれる、ニホンカラマツとグイマツとのかけ合わせ種。生長が早く食害に強い特徴があります)の植

林を開始します。森林施業が炭素の循環に与える影響を明らかにするためにこのような大規模な野外実

験が行われているのですが、樹齢が

最高で200年以上の伐採された木々

を弔うためにも、次世代の森を造る

べくがんばりたいと思います。

さて…木々も大人になる20年後、

私はどこで何をしているのでしょうか。

北海道大学　天塩研究林　高木 健太郎
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天然林の伐採、カラマツの植林

伐採前後の森林の様子

地球環境研究センターホームページ情報

UV Monitoring Network-Japan

地球環境研究センターには、国内の16の機関が参加している有害紫外線ネットワークの事務局

がおかれています。このたび、有害紫外線ネットワークの活動を紹介するホームページ「UV

Monitoring Network - Japan」(http://www-cger2.nies.go.jp/ozone/uv/uv.html)を作成し、公開を開始し

ました。活動内容をデータ(グラフ)とともに紹介するほか、会員専用ページを設けて参加機関相

互の情報共有が行えるようにしています。

地球環境モニタリングバーチャルツアー

現在公開中の地球環境モニタリングの観測施設等－波照間ステー

ション、落石岬ステーション及び地球温暖化研究棟－バーチャルツ

アーに、「陸別成層圏総合観測室」(http://www-cger.nies.go.jp/sta-
tion/021015/Rikubetsu/rikubetsuA1.html)のトピックを追加しました。
本コンテンツは、写真、VRムービー、Flashアニメーション等を多
用し、距離的制約等で実際には見学に訪れることができない方々に施設見学を疑似体験してもら

うことを目的としています。

http://www-cger2.nies.go.jp/ozone/uv/uv.html
http://www-cger.nies.go.jp/station/021015/Rikubetsu/rikubetsuA1.html
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地球環境研究センター主催会議等
2003. 6.16 エコスクール・大気環境モニタリングステーション学習会開催(向井研究管理官・五十

嵐係長/落石岬・北海道) 詳細は本誌16ページを参照。
18, 25 国立環境研究所公開シンポジウム2003(中根GIOマネジャー・一ノ瀬主任研究員/東京、京都)

6月18日(水)・東京メルパルクホール、6月25日(水)・京都リサーチパーク・バズホ
ールにおいて、国立環境研究所公開シンポジウム2003「環境研究、次の一手」が開
催され、ポスター発表を行った。なお、東京・京都両会場あわせて1,100人を超える
方々の参加があった。

見学等
2003. 6. 3 高萩市立秋山中学校1年生一行(36名)

12 環境省総合環境政策局 山崎穣一 総務課長
16 JICAバイオインダストリー集団研修一行(10名)
19 JICA環境負荷物質分析技術及びリスク評価コース一行(10名)
20 中央環境審議会委員(6名)
25 筑波大学環境科学実習一行(42名)

2003. 6.28 環境月間における施設一般公開
波照間モニタリングステーションでの施設公開(第6回やしの実大学公開講座in八重山)

6月の環境月間行事の一環として、国立環境研究所の一般公開が行われ
ました。地球環境研究センターでは、スライドショー「地球温暖化の原因
を探る(波照間・落石岬ステーションの役割)」の上映、センターの活動や
モニタリング事業に関するパネル展示、モニタリング機器の展示、地球温
暖化研究棟の省エネ対策ガラスのデモンストレーション、スクラッチカー
ドを用いた「環境問題関心度チェック」、「地球温暖化予測ぱらぱらまんが」
およびパソコンを用いた「地球環境モニタリングバーチャルツアー」など
により来訪者の方へ説明と紹介を行いました。

熱心に質問して下さる方が多く、改めて環境問題への関心の高さと一般公開の重要性を実感しました。
特に、「環境問題関心度チェック」や「ぱらぱらまんが」、「バーチャルツアー」などは、解りやすく環境
問題に触れられることを主眼に作成しておりますが、得られた感触を元にさらに改良を重ねる所存です。
国立環境研究所一般公開と同時に波照間のモニタリングステーションでも、第6回やしの実大学の見学
がありました。やしの実大学講座は、太平洋島嶼国と日本との相互交流を目的に行われており、同じ珊瑚
礁文化や島社会の視点から、島々の歴史や文化を学ぼうと7年前から実施
されています。参加者の多くは石垣島の一般の方々で、総勢約80名でした。
3つのバスに分乗して、2班に分けての見学となりました。多くの方は、夏
至の波照間の暑さと、この時期特有の強い南風でおおゆれにゆれる高速艇
での来島のため、お疲れの様子でしたが、ステーションの中での説明には
かなり興味を持たれていました。今回の公開で、地球規模の観測施設がす
ぐ近くにあることをマスコミの方も含めて知っていただけたようでした。

このニュースは、再生紙を利用しています。

発行者の許可なく本ニュースの内容等を転載することを禁じます。

2003年(平成15年)7月発行
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